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　　貧困指数に関する」考察

一貧困指数の構成要因による変化分析一

鞠　　　重　錆

第1節はじめに

　財政による最低所得保障は非常に重要な問題であ孔経済成長により豊かな

生活を営むことができるとしても，所得不平等に従う貧困の問題は，絶対的で

あれ相対的であれ依然として残る。その場合，最低所得はどの程度の所得なの

か，あるいは最低所得の下方に位置した人々の状態をどう把握するかという様々

な問題が生じる。具体的に，最低所得を貧困線として見なし，最低所得の下方

に位置した人々を貧困層として見なすとき，貧困の定義・貧困の測定問題が台

頭する。本論文は，このような問題に関連して貧困の測定問題，及び貧困指数

についての簡単なサーべ一とともに，その代表的な測定指数であるSenの指数

（1976）を用いて，貧困指数の構成要素が変化するとき，貧困の指数がどう変

わるかにっいて調べたものである。本稿のような方法により，貧困状態の変化

をより具体的に把握し，貧困に対する政策立案にも役立つと考えられ乱

　本論文の構成は以下の通りである。まず，第2節は貧困の定義についての言

及であり，第3節は貧困指数に関する簡単なサーべ一である。伝統的な貧困指

数について調べた後，Senの貧困指数を導出し，Senの指数以後の貧困指数の

展開について調べる。第4節ではSenの指数を利用して，様々なケースに対し

て構成要因別効果を分析する。そして，第5節では実証分析におけるアルゴリ

ズムを示し，第6節では本論文の意義及び限界について述べ乱舞7節は結論

である。

第2節　貧困の定義

貧困を定義する場合，絶対的な貧困と相対的な貧困に分けて定義でき乱絶
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対的な貧困というのは，物理的または肉体的に必要な，即ち生存するに必要な

基本的な水準に及ばない状態を指す概念であり，相対的な貧困というのは周辺

の社会経済環境に比べ‘相対的な窮乏感（re1ative　deprivation）’を激しく感

じる状態を指す概念である。経済が発展または沈滞しながら貧困の概念も変化

していく。そして，客観的に’貧困である’ということと，主観的に‘貧困で

ある’こととは異なり得るので，貧困を定義することは異論の余地がある問題

である（’〕。

　」方，貧困の問題に関連して貧困線をどの水準に定めるのかも重要な問題で

ある。一般的に貧困線は，生活するにあたって最小限の必需財貨（minimum

neCeSSitieS）が購入できる所得水準として定義できる。しかし，この貧困線と

いう水準も社会的な与件と相互関連して変わっていく。大部分の国では貧困線

という場合，公式的な最低所得水準（最低生活費）を決めている。しかし，貧

困線を定める方法も様々であるので，統一的な貧困線の決め方も存在しないの

が現状である。例えば，何々が最小限の必需財貨に含まれるかを決めてからそ

れぞれに価格をかけて算出するとか，食料品費に一定の倍数をかけて定めると

か，所得分布上で低所得階層の一定割合の所得水準を貧困線にするとかなどの

方法がある。

第3節貧困指数に関するサーベイ

　本節では，貧困指数に関する簡単なサーベイを行う。まず，伝統的な貧困指

数について述べた後，その限界を指摘したセンの指数，及びその後の貧困指数

の展開についてサーベイする。

1．伝統的な貧困指数

　伝統的に用いられた貧困指数としては，1）全体人口に対する貧困な人々の

割合（H，head　count　ratio），即ち，

∬＝〃m一……一…・………・一…・……………………一………………（1）

があり，2）貧者の所得と貧困線の所得との差である貧困ギャップ（g，poverty

gap）を全ての貧者に対して合計したもの（D）がある。ここで，貧困線の所

得水準をz，貧困者の数をq，所得をyi（i＝1，…　　，q），全体の人口をnと表

す。Dを式で表現すると，
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　　　qD＝Σ＆　m加m＆＝2一ツジ・
　　　一＝1

となる。

・・
i2）

2．センの貧困指数

　（1〕伝統的な貧困指数に関する批判

　Sen（1976と1979）は公理的なアプローチ（axiomatic　approach）を用いて，

上述の伝統的な指数が問題点があると指摘し，新しい貧困指数を提案した。ま

ずセンは貧困の指数が満たすべき公理として，単調性の公理（mOnOtOniCity

axiom）と移転性の公理（transfer　axiom）があるという。単調性の公理と

は貧困線以下の所得減少が貧困指数を大きくしなければならないという公理で

あり，移転性の公理とはより貧しい貧者からより多い所得を持っ富裕な貧者へ

の所得移転は貧困指数を大きくしなければならないという公理である。ところ

が，伝統的な指数Hは単調性の公理と移転性の公理を満たさない弱点がある。

また貧困ギャップの総和を表すDは単調性の公理を満たすが移転性の公理は満

たさない短所がある。なぜならば，貧困者の所得減少がある場合，またより貧

しい貧者からより富裕な貧者への所得移転がある場合は，貧者の数に変化がな

いとHは変わらないからであり，貧者の所得減少がある場合，Dが減少しても

貧困者の数には敏感に反応しない場合が生じるからである。一方，HとD共に

貧困層の所得分布による影響がないので貧困指数としては限界がある。したがっ

て，貧困の程度を測定するとき，貧者の割合（H），貧者の所得ギャプの合計

を表すD，そして貧者の所得分布Gという要因をいっしょに考慮する必要があ

る。このような動機から，センはこの3つを考慮した貧困指数を開発した。

　（2）センの指数の導出

　センは貧困指数を導き出すために以下のような公理を提示する。

　＜公理R；Ordina1Rank　Weight＞レi（z，y）をi番目の人の所得較差に適用

するウェートとすると，レi（Z，y）は貧者全体のうち，iが位置した厚生水準の

順位となる。

＜公理E；Re1a七ive　Equity＞与えられた分配状態yの下での，iとjの厚生水準

をそれぞれW（y），Wj（y）とする場合，任意のi，jに対してWi（y）＜Wj（y）であれ
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はレi（Z，y）＞レj（Z，y）である。

　＜公理M；Mon〇七〇nic　We1fare＞与えられた分配状態yの下で，厚生水準

の集合は完全な順序を持つ。このとき，任意のi，jに対しyi＜yiであればWi（y）

＜Wj（y）である。

　そして，正規化のために公理Nを提示す乱

　＜公理N；Norma1ized　Poverty　Va1ue＞もし全ての貧者が同じ所得を持つ

と，P＝H1となる。ここでIは貧困者における平均的な貧困線との所得格差，

即ち，1当たりのパーセンテージ・ギャップ（per－personpercentagegap）

であり，これを所得ギャップ割合（income－gap　ra七io）とも呼ぶ。式で表すと，

　∫＝Σ＆ノm………・………………・…・…・……・・一…・・・……………・・（3）
　　　｛∈5（9〕

である。

　センはこれらの公理の下で以下のように貧困指数を導出している。

　構成員n名の社会をS，x以下の所得を持つ人々の集合をS（x）とすると，貧

者の集合はS（z）となる。iの所得をyi，所得ベクトルをyとし，所得が低い順

序から高い順序にy1＜y1＜……＜y、とする。また，伝統的な貧困指数の場合

と同じく，貧困ギャップを9Fz－yiとする。すると，総所得格差V（x）は，

　γ（κ）＝ZΣ＆o｛（乏，ツ）…………・…………一……・・……………一…・・（4）
　　　　　｛∈∫（工）

と書くことができる。ここで，Zは正規化のための一定の常数である。公理M

により，yl＜y・＜……＜y、であると，Wl（y）＜W・（y）＜一…W。（y）となる。

i≦qに対して，同一の厚生水準を持つ貧者の数は，少なくとも（q＋1－i）

が存在する。したがって公理Rにより，レi（z，y）＝q＋1－iとなるので，

（4）式は，

　　　　　　q　γ（κ）＝ZΣ91（村1一生）……………・・……・・・・・・………………・・・……・（4－1）

　　　　　一三工

となる。

　もし，貧困層が同じ所得yヰを持つとすれば，9‡＝Z－yヰであり，センの貧

困指数Pは，

　P＝み＊σ（σ十ユ）ノ2…・・・・・・・…一…・一…・・・・……………・・・・・・・・………・・（5）

となる。貧困指数は，P＝maxV（x）という定義から，P＝V（z）である。
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また公理・によ／・・一
i号）（ぢ）であるので・（・一1）と（・）によ／・

Z＝2／（q＋1）n　z　となることがわかる。

以上を整理してセンの貧困指数を書くと，

　　　　2　　　q
P＝ iα十1）、名君（・一ツ1）（σ十1－i） ・（6）

となる。この貧困係数をジニ係数Gに関連づけてみてみよう。分配係数として

よく使われるジニ係数の定義式は，

　　　1　　q　q
ト2伽羽一ツ・■ツ・一である・ここで・mは貧困層の平均所得であり・

l　yi－yj　l＝yi＋yr2min（yi，yj）という関係式より，ジニ係数は，

　　　　　1　q　qG＝1一。　ΣΣmm（ツ、，ツ、）
　　　　4〃τ伝1ゴ三1

・（7）

　　　1　　2　q＝1＋　　　2　Σツ主（σ十1一ゴ）
　　　4　　σm｛＝1

と書ける。従って，（6）と（7）より，以下のようなセンの貧困指数が得られる。

・一
i、十｛）、、レ／（1＋・）・伽（・」÷1）1

・・ i8）

この18）にH，Iの関係式（1），13）を代入して簡単に表現すると，

　P＝H［1山（1一∫）（1－G（〃（村1）））1・・……………・・・・……・・・・・…一・・…（9）

となり，十分大きいqに対して／9）はuo〕のように整理できる。

　P＝研∫十（1一∫）G1……・………………・・・・・……………・・・・・・……………（10）

　要するに，貧困者の数が大きい場合，公理R，MそしてNを満たす唯一の貧

困指数は，P＝H［I＋（1－I）Gコである。（センの定理ユ）

　この指数をよくみると，Pが貧困者の割合（H），貧困者の所得ギャップ割

合（I）そして貧困者の所得分布（G）を反映していることが分かる。即ち，

HとIが多きいほどPの値は増加し，Gの値が大きいほどPの値は減少する。



110 一橋研究　第20巻第3号

3．貧困指数の展開

　上述したように，センの貧困指数Pは，I，Dに比べ，貧困の状態を把握す

るための包括的な情報が含まれている。以下では，その後の貧困指数に関する

研究に簡単にサーベイする（呈〕。

　高山（1979）はセンの指数が考慮しない貧困線以上の所得分布も取り入れて，

貧困線で切られた打ち切り所得分布（censored　income　diきtribution　truncated

from　above　by　the　poverty　income）における貧困指数を求めた。

　　　　1　　2　πP。＝1＋　　　。。Σガ（m＋1－i）
　　　　m　　μn　｛＝1

・（11）

　ここで，パ，ゾはそれぞれ上述の打ち切り所得分布における所得，平均所

得である・高山の貧困指数は，貧困層だけではなく貧困層以外も考慮したこと

に特徴がある。

　C1ark　et　a1（1981）はA七kinson（1970）の不平等度指数（A）を用いて高

山のケースも反映した新しい指数を提案した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　1P・＝1一［∬（1－A）（1一∫）β十（1－H）17一一……・…………・……・……（12）

　ここで，βは不平等へあ嫌悪度である。この指数は不平等度指数として，ジ

ニ係数ではなくAtkinsonの不平等度指数を利用して貧困指数を導出したこと

に特徴がある。

　Kakwani（1984）は，センの指数におけるレi（z，y）をより一般化した形で貧

困指数を求めた。

凡一、、考（。）書（け）（σ・・一1）㌦ゐ・γ・帥）一書戸
・（13）

　ここで，k＝1でれば，センの指数となることがわかる（3川〕。

一方，Kundu　and　Smith（ユ983）は一定の公理を立てた後，そのような公理

をすべて満たす貧困指数は存在しないという不可能性定理牽定立した（ミ〕。他

方，Atkinson（1987and1992）　は以上のアプローチとは異なる確率的優位

の条件（stochastic　dominance　condition）を用いてそれぞれの家計のタイプ

に関する社会的な価値判断の差異を考慮して貧困指数の選択問題を扱う。彼に

よると，貧困指数らが互いに完全な（一貫性のある）順位を提供できないとい
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う。

　以上が伝統的な貧困指数から現在に至るまでの貧困指数に関する簡略な検討

であ乱以下では，センの指数を用いた貧困指数への要因別の効果についてみ

てみる。

第4節 要因別変化の効果

　センの指数はH，GそしてIの複合的な要因による集計貧困指数である。こ

の時，この指数をある時点（基準時点）と相違な時点（比較時点）とを比較す

ることにより，複合的な要因による貧困状態への変化を把握することができる。

しかし，それは全ての複合的な要因による貧困層の状態の変化のみを表すこと

になる。言い換えるとセンの指数は各々の要因または一部の要因による貧困上

の変化を表すものではない。従って，この指数を要因別に分解することによっ

て，貧困層の状態について具体的に調べることができる（㌦

　その要因は貧困者の割合（H），貧困者の所得差（I）そして貧困者の所得

分布（G）であり，それぞれ貧困人口要因，成長要因そして分配要因として呼

ぶことができる。各々の要因による貧困状態（指数）への効果は以下のような

8つのケースの組み合わせが生じる。

ケース

（H，

（H，

（H，

（H，

（H，

（H，

（H，

（H，

I，

I，

I，

G）

G）

G）

I，

I，

I，

I，

I，

G）

G）

百）

£）一

G）

　　変化要因

・・ P）総合的変化（Pの変化と同じ）

・・ Q）人口割合，所得変化

・・ R）人口割合，分布変化

・・ S）純粋に人口割合の変化

・・ T）所得変化，分布変化

・・ U）純粋に所得変化

・・ V）純粋に分布変化

・・ W）変化無し

　ここで，変数の上に棒がついているものはその変数が変化しなかった場合を

意味する。それぞれのケースに対してPの変化を見ると以下の通りである。基

準時点のセンの指数をP。，比較時点のセンの指数をPユとする。同じくOは基
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準時点，ユは比較時点である。

1）（H，I，G）・・総合的変化（Pの変化と同じ）

　この場合は，もともとのセンの指数の変化と同じであるので，貧困の状態に

全体的な変化が起こったときに用いられる。

　Pl－P口＝H1［L一（1－Il）G1一（1－Io）Go］

従って，本論文における貧困状態（指数）の変化はセンの貧困指数をより実際

的な観点から応用することとなる。

2）（H，I，G）・・人口割合，所得変化

　貧困者の所得分布が変わらない状態における貧困者の人口割合と所得変化に

よる貧困状態の変化を表す。

PrPFHrHoI□一［H1（1－I　l）Ho（1－Io）］G

この場合は，例えば貧困入口の割合が増加し，所得は比例的に増加するが貧困

層の所得分布は変わっていないときに適用できる。

3）（H，I，G）・・人口割合，分布変化

　貧者の所得が変化しないままで，貧困層の人口割合と所得分布が変化したと

き適用できる。

　　P1－P。＝［HユーH。コI一（1－I）（Gl－G。）

4）（H，I，G）・・純粋に人口割合の変化

　貧困者の所得分布と所得増加のないとき，単に貧困者の人口比率による変化

があるとき適用できる。

　PrPF（Hl－Ho）［I一（1－I）G］

5）（H，I，G）・・所得変化，分布変化

　4）とは反対に，貧困層の人口比率には変化のないとき，所得変化と所得分

布変化がある場合適用できる。

　PrP。＝H［（I］一工。）一（ユーIユ）G1＋（1－I。）G。コ

6）（H，I，G）・・純粋に所得変化

　貧困層の所得のみが変化し，人口比率が不変であり，所得分布も変わらなかっ

たとき利用できる。例えば貧困層に一律的に所得補助を実施した場合適用でき

るだろう。

　PrPo＝H（I1－Io）（1＋G）

7）（H，I，G）・・純粋に分布変化
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　貧困層の所得分布だけが変化したが，人口割合と所得水準が不変のままの場

合に用いられる。例えば，貧者の問に純粋な所得移転がある場合適用できる。

　PrPo＝H（1－I）（G。一G1）

　8）（H，I，G）・・変化無し

　どのような要因にも変化のなかった場合であるから，当然その指数も変化が

ない。

　P　r　Po＝O

以上から分かるように現実の状況がどう変化したかを見て，それに合うケース

を適用すればよいと考えられる。

第5節実証分析上のAlgorithm

　第3節で導き出された貧困指数P＝H［I＋（1－I）G］に各々の値を代

入すると，すなわち，

　（丑），（3）及び（7）を代入すると，

・一
?i∴ト書（；！）漆一11

・・ i14）

となる。貧困線が与えられたとき，即ち，外生変数として取り扱われるとき，

各々の値は基準時点と比較時点とにおいて観察できる値であるので上の式に直

ちに代入して各々の時点のPが計算できる。

　しかし，ここで指摘しておきたい事項がある。前の8つのケースの中で，H，

I及びGが独立的でないときは互いに影響を与えるので，その点について注意

しなければならない。そのような場合には変数間の相関係数または共分散を求

めて検証すればよいだろう。すなわち，ρ。I，ρエ。，ρ。。（または，cov（H，I），

cov（I，G），cov（H，G））などの値を当該ケースに反映すればよい。しかし，各々

のケースにおける全亡の変数の間に相関関係を求める必要はない。なぜならば，

変化しなかったと仮定した要因間の相関関係は0であるからである。
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第6節分析の意義と限界

　分析の意義としては

　第1に，貧困層の状態変化を要因別または全体的に把握することができる。

　第2に，従って，現実的に生じうる各々のケースにおける貧困の状態変化を

把握して全体的な要因による変化（すなわち，1）のケース）と比較すること

ができる。その結果，どの要因によってどれくらいの変化があったかを調べる

ことができる。

　第3に，それに基づいて貧困層に対する政策的な代案も提示できる。あるい

は，貧困層に対する政策ρ効果を言十る指標にもなり得る。例えば，政府が貧困

層の人口割合が一定のままで貧困層の一部に所得補助を実施した場合，貧困層

に所得変化と所得分布上の変化をもたらすであろう。その場合には5）（H，

I，G）のケースを用いて計測できる。

　第4に，計算が簡単である。要因の間に互いに独立的だとすると，簡単な計

算操作により要因変化の効果が求められる。独立的でなくても相関係数などを

求めることは難しくない作業である・

　第5に，センの指数がHおよびDの持っている問題点を指摘しながら提示さ

れたため本稿もそのようなセンの指数の性格を反映している。

　本分析の限界としてはセン指数の持つ問題点をそのまま保持する。センの指

数に関する問題点の指摘についてはその指数を拡張した人々によって指摘され

た。既に述べたものであるが，改めて主要な問題点を挙げておく。

　第ユに，センの指数は貧困層だけの所得分布を考慮しており，貧困層以上の

人々の所得を考慮していない。これに対して貧困層以上の人々までも考慮した

ものがTakayama（1979）の指数である。

　第2に，センの公理Rはweightが特殊な場合に過ぎない。それを一般化し

てKakwani（1984）新たな指数を導き出した。

　第3に，センの指数は人々の不平等度に対する態度を反映していない。それ

を反映するために，Atki㎜s㎝（ユ970）の不平等度指数を用いてセンとは異な

る指数を提示した研究がC1ark　et．a1（1981）である。

　しかし，このようなセンの指数の拡張上のものに関してはあまり問題になら

ないと考えられる。なぜならば，新たに提示された指数においてH，I，Gの
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要因として分解できる場合には（7），その指数に第4節での方法を適用すれば

よいからである。むしろ，センの指数の場合と比べることができるので補完的

な関係となるだろ㌔

第7節終わりに

　財政の所得再分配政策として，最低所得の保障，所得の公平な分配及び公平

と効率の調和などがある。そのうち，最低所得の保障は一番の政策優先順位に

置くべきであろう㈹。なぜならば，これは基本的な生存または生活の問題と

なるからである。既に述べたように，最低所得の保障というのは貧困層の問題

に直ちに係わっている。したがって，貧困層がどのような状態にあるのかを示

す指標に関する研究は，最低所得水準の保障のための政策においても重要性を

持つ。貧困指標のうち，既存の指数H及びDは病すべき公理を満たしていない。

すなわち，Hは単調性・移転性の公理を満たしていないし，Dは移転性の公理

を満たしていない。またH及びDは貧困者の所得分布（G）を反映していない。

本論文はH，D及びGをいっしょに考慮したセンの貧困指数（P）を用いて構

成要因別効果を分析したものであ乱Pは複合的な要因による貧困状態を表し

ているが，各々の要因による効果は表していない。

　本稿はその要因別分析が貧困層に対する政策に役立つのではないかという動

機から出発し㍍要するに，現実の貧困層の実態が，本論文で分析した様々な

ケースのうち，どのケースに当てはまるかを観察すると，貧困層に対する政策

樹立に役立つと考えられる。
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＜注〉

（ユ）経済が発達した状態においては貧困を相対的な概念として把握する場合

　　が多い。

（2）一方にはこのセンの指数を拡張または一般化する形で，他方にはセンの

　　指数と異なる形で展開してい㍍

（3）／13〕以外にKakwani（1984）は，所得の移転に関連した貧困指数も提示

　　している。

（4）　また，Foster　et　aI（1984）も以下のような簡単な貧困指数を提示して

　　いる。

舳乏）一÷倉（号）α

（5）　しかし，これも非常に制限的な選好体系の仮定の下で成立する。

（6）　各変数をもって偏微分するとその変数の効果は把握できるが，偏微分に

　　よる方法はその変数だけの瞬間的な変化であり，本論文のようなそれ以外

　　の効果は把握できない。

（7）最近貧困指数の分解により，インドとブラジルの経済を分析した例とし

　　てはDatt　and　Rava11ion（！992）の研究があ乱

（8）高山（1980）もそれを最優先の政策順位に置いでい乱


